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NTTグループでは、日本の農林水
産業が抱える様々な課題を解決する
ため、約30のグループ会社が連携（図
1）しながら、農林水産業の競争力
強化、持続的な発展に向けた取り組
みを進めている。NTTグループ各社
が持つ全国規模の通信インフラやア
セット、サービスや研究開発成果を
組み合わせ、象徴的なパートナーと
連携することで、食農分野にイノベー
ションを起こし、新たな価値を創出
している。具体的には、遺伝子やバ
イオの領域に踏み込み、農産物や魚
介類が本来持つポテンシャルを向上
させ、成長速度や CO2（二酸化炭素）
吸収量などを飛躍的かつ安全に向上
させる「デジタル育種」、ロボット農
機やドローンなどによる「農作業の
超省力化・自動化」、サイバー空間上
に構築された仮想市場において、需
給予測情報を基に売り手と買い手が
未来の取引を行う「農産物流通デジ
タルトランスフォーメーション
（DX）」、食と健康をサイエンスし、
心と体の幸福度を向上させる「食と
健康のWell-being」など、複合的な

取り組みを組み合わ
せることで、フード
バリューチェーンに
かかわるステークホ
ルダが恩恵を受ける
ことができるエコシ
ステムの構築をめざ
している。

世界では、気候変動問題をはじめ
とした環境問題が年々深刻さを増し
ており、世界規模での自然災害の巨
大化等、経済社会へ与える影響が大
きくなっている。また、将来の人口
爆発による水・食料・資源の争奪戦
や地政学リスク、新型コロナウイル
ス感染拡大によるパンデミック等、
様々な不確定要因から、食の安全保
障（フードセキュリティ）確保の必
要性が高まっている。例えば、
2030年頃にはタンパク質の需要量
が供給量を上回る、いわゆるタンパ
ク質クライシス※ 1が起こるといわ
れている。
一方、日本に目を向けると、農林
水産業における就業人口の長期にわ

たる減少や高齢化が加速し、生産力
や食料自給率の低下等様々な課題を
抱えている。特に水産業はその傾向
が顕著に表れており、約 30年で就
労者、水産生産量ともに 60％程度
減少している。かつて生産量で世界
1位であった日本の地位は現在 8位
まで落ち込んでいる※ 2。これまで
我々の食卓に並んでいたような水産
物を、これからも安定的に供給する
ことができなくなりつつある。その
ため、環境面に配慮し、自然と共生
しながら、産業を維持・発展させる
ような、循環型で持続的な取り組み
が、より一層求められる。

このような背景のもと、NTTと
リージョナルフィッシュ株式会社

通信最大手が農林水産業に挑む

NTT グループでは農林水産業を重点分野の 1つとして位置付け、象徴的なパートナーとの連携により、フードバリュー
チェーン全体の最適化に取り組んでいる。また、環境問題への関心の高まりを受け、生産力を向上させながら、自然との
共生を図る取り組みも進めている。本稿ではその取り組み概要、事例、今後の展開を紹介する。

環境負荷低減と食料問題解決に資する
グリーン＆フード事業の取り組み

NTT グリーン＆フード株式会社

（左から）取締役技術部長　高谷 和宏氏
代表取締役　久住 嘉和氏
担当課長　永井 菜央美氏

2 グリーン＆フード

環境、食料問題の
課題とその解決に
向けた取り組み
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（以下、リージョナルフィッシュ）は、
将来の食料不足、地球環境問題の解
決をめざすグリーン＆フード事業構
想を打ち出した。

本取り組みで活用するゲノム編集
技術とは、生物が持つ特定の塩基配
列を意図的に切断し、切断された
DNAが修復される過程で生じる塩
基配列の変化によって、本来担う機
能を改変させる技術である。外来か
らの遺伝子導入によって機能改変を
行う遺伝子組換え技術と異なり、自
身が持つ塩基配列のみを変化させる
ため、従来の品種改良と同様とみな
されている。

藻類の持つ遺伝子とその発現※ 4

による形質の評価は、1つの遺伝子
のみが編集された変異体を作成し、
対象とする形質が顕著に表れる評価
環境を用いて評価される。藻類に求
められる有用な形質としては、CO2

吸収量の増加のほか、バイオマス燃
料としての油脂生産能力の向上や増
殖速度の向上などが考えられる。こ
れらの形質に対して、どの遺伝子を
編集した変異体の形質変化量が大き
いかを定量的に評価することで、ゲ
ノム編集の標的とすべき遺伝子の候
補が選定される。
例えば、CO2吸収に関わる遺伝

子の選定では、CO2の取り込みや
光合成反応に関係しそうな候補遺伝
子を対象として、それらの機能を増
強させたり、喪失させたりする（図
２）。より多くの CO2を取り込もう

これまでの藻類に関する研究で
は、主に、藻類を食料や燃料として
活用することを目的に、増殖速度や
油脂生産能力に焦点をあてたゲノム
編集が行われてきた。一方、本取り
組みでは藻類による CO2吸収量の
向上をめざしており、ゲノム編集に
より CO2吸収量を向上させるため
に有用な形質※ 3の変化が期待でき
る標的遺伝子を発見する必要があっ
た。今回、NTTは、藻類の持つ形
質に関わる遺伝子を選定するための
手法を確立し、ゲノム編集技術を適
用することで画期的な CO2吸収量
の増加が期待できる遺伝子の特定に
成功した。

育種 農業生産 畜産・水産等 流通 共通・食・環境
バイオ・遺伝子
土壌・微生物 施設園芸 露地栽培(水田・畑作等）
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図１　農林水産業におけるNTTグループソリューションマップ

本取り組みで活用する
「ゲノム編集技術」とは

藻類の二酸化炭素吸収量を
向上させる遺伝子の特定
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とする CO2濃度が低い環境におい
て、CO2吸収に関わる遺伝子が増
強または喪失されると、CO2を吸
収して有機物を作る増殖の速度が、
親株と比較して顕著に変化するた
め、CO2吸収に関わる遺伝子であ
ると判定される。NTTが行った評
価では、12種類の標的候補遺伝子
に対する遺伝子編集株を作成し、親
株と比較して、増殖速度の増加が顕
著であり、CO2吸収量の画期的な
増加が期待できる 2種類の遺伝子
の選定に成功した。

NTTは 2040年度までにカーボ
ンニュートラルの実現をめざす新た
な環境エネルギービジョン「NTT

Green Innovation toward 2040」※ 5

を打ち出しており、本研究開発は、
その具体的な取り組みの一環として
も位置づけられる。

NTTは前述の藻類への優秀品種

選抜技術、培養技術、ゲノム編集技
術や AI、IoT等の情報通信技術、リー
ジョナルフィッシュは魚介類へのゲ
ノム編集技術、陸上養殖ノウハウを
有しており、両社の強みをいかした
グリーン＆フード事業構想の事業化
をめざしている。NTTとリージョ
ナルフィッシュは、事業化のうち、
魚介類の生産・販売に関する合弁会
社の設立に向けて、2023年 2月に
基本合意書を締結した。

A.藻類の生産・販売（図３）
藻類は光合成によって CO2を固
定※ 6しながら成長する。NTTの藻
類へのゲノム編集技術、藻類の生産
に最適な温湿度、栄養分および光量
調整等による大量培養技術、優秀品
種の藻類を選抜するゲノム編集技術
等を活用することで、光合成を活性
化させて成長速度を高めるととも
に、通常よりも多くの CO2を体内
に固定させることができる。
藻類は DHA/EPAを含むことも
あり、魚介類の餌として利用される

とともに、高栄養価であることから、
農業用の肥料としても利用する。ま
ずは、昨今の原材料の高騰による、
餌や肥料コスト高騰に課題を抱え
る、養殖事業者や農業関係者への提
供を想定している。

B.魚介類の生産・販売（図３）
リージョナルフィッシュの魚介類
へのゲノム編集技術を活用すること
で成長速度を高めるとともに、Aで
生産した多くの CO2を含む藻類を
餌として提供することで、より多く
の CO2を魚介類の体内に固定させ
る。加えて、NTTの IoTや AI等を
駆使した陸上養殖のスマート化によ
り、高速かつ効率的に魚介類を生産
する。
また、ゲノム編集技術の活用や陸
上養殖施設で飼育することにより、
自然災害の影響や、アニサキス等の
寄生虫や感染症のリスクをおさえる
ことができるため、安全安心で高付
加価値の魚介類の生産につながる。
さらに、魚介類の排泄物を含む飼
育水を藻類の栄養分として循環させ
ることで、飼育水の再利用を行う（ア
クアポニクス※ 7）。
本事業で生産した魚介類は、昨今
の気候変動や地政学リスク、パンデ
ミック等によりフードセキュリティ
確保の関心が高い流通事業者や卸
売・加工事業者等への提供を想定し
ている。

C.サステナブル陸上養殖システムの
開発・提供（図３）

A、Bを生産するための陸上養殖
システムを開発する。システムは魚
介類を生産するプラントと、その餌
となる藻類の生産プラントや、魚介

増
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図２　NTTの評価結果（12遺伝子）

グリーン＆フード事業構想
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類の排泄物等を浄化する水質浄化プ
ラントから構成される。まずは本事
業でのシステム開発、利用を図り、
将来的には、本システムの外部への
提供をめざす（NTTグループ会社
等を通じて提供することを想定）。
環境技術等に関する教育の場として
の機能も構築し、地域社会への貢献
もめざす。

NTTとリージョナルフィッシュ
による合弁会社の設立は 2023年中
頃をめざす。その前段階として、
NTTは事前の検討や調査等を実施
するための企画会社を設立。今後、
グリーン＆フード事業をより一層拡
大・展開するため、関連パートナー
との戦略検討等を継続していく。

グリーン＆フード事業構想
事業立ち上げ時期から着手 ノウハウ蓄積後に着手

・魚介類の餌の基となる藻類を生産・販売
・餌以外（農業肥料等）の活用も検討

・再生可能エネルギーや水質浄化プラント等を
含むシステムの開発・提供

A.藻類の生産・販売 C.サステナブル陸上養殖 
システムの開発・提供

・陸上養殖で成長が早く、高機能性を有する
魚介類を生産・販売

B.魚介類の生産・販売 

餌として活用

魚介類生産
プラント

水質浄化
プラント

藻類生産プラン
ト

図３　グリーン＆フード事業構想

今後の方向性
※1 人口の増加と新興国の経済発展による生活
レベルの向上により、人類が必要とするタン
パク質の需要と供給のバランスが崩れること
※2 出所：水産庁「平成29年度 水産白書」
※3 生物のもつ性質や特徴
※4 遺伝子の情報が、生体内のタンパク質の合
成を通じて、様々な生体機能として現れること
※5 前述、「NTTグループのカーボンニュート
ラル実現に向けた取り組み」を参照
※6 二酸化炭素等無機的な炭素を、糖等の有機
的な炭素化合物に変換して体内に取り込む
過程のこと
※7 水産養殖と水耕栽培を組み合わせた循環
型生産システム。魚等の排泄物は微生物に分
解されて植物の肥料となり、浄化された水は
再び水槽に戻される


